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はしがき 

 

 電子レンジの購入を考えた時、一昔前ならば近場の家電量販店をいくつか回り、

製品の性能・値段、販売店のサービス・接客など含め総合的に評価し、気に入った

ものを購入しただろう。時間も労力も掛かり面倒ではあるが、いくつかの販売店を

回ることで、自分の満足のゆく製品を購入できる。しかし、本当にそのようなこと

が必要なのか。インターネットが発展した今では、ネット上のサイトに行けばより

多くの製品の性能・値段・配達までにかかる時間、販売店の評判等を短時間で知る

ことができ、更にその情報から最も妥当である製品の購入が、インターネットのサ

イトにて可能になるのだ。インターネットのサイトが見られさえすれば、電子レン

ジの購入のため街に出向き休日を一日充てるような時代は終わり、夜中に突然思い

立っても、パソコン・スマートフォンなどでインターネットにてしかるべきサイト

を閲覧し、その夜のうちに電子レンジの購入ができる時代となった。この変化によ

って、製品を探索するときにかかる時間や精神的な疲労は大幅に減少したといえる。

果たして、探索の負担減少の伴い、実際のインターネット上での探索はどのくらい

行われているものなのか、と疑問に思う。 

 そこで本論文にて、インターネットの普及のもとで、実際に製品探索がどの程度

行われているのかを求めていくことに焦点をおき、電子商取引の価格分散と特に探

索費用について扱ってゆく。 
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序章 

 

 この論文では、電子商取引における探索費用を扱う。 論文の流れとして、第 1

章の現状分析にて電子商取引とはどういったものか触れたのち、第 2 章で価格分散

の理論、第 3 章で探索費用の理論を紹介する。探索費用が存在する前提として価格

分散の存在がなければならない。そのため、理論の紹介では、価格分散が均衡状態

で存在することを示してから、本題である探索費用の存在について触れてゆく。 

第 4 章では、探索費用の算出を目的として先行研究の分析を行い、第５章で自らの

実証を行う。 
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第１章 現状分析 

 

 物を購入する際に、インターネットを利用すると大変便利である。インターネッ

トを利用した商品の売買を電子商取引というが、いったいどういうものなのか。こ

の章では、電子商取引について説明する。電子商取引について明確なイメージを持

ってほしい。 

 

1.1 電子商取引とは 

アマゾンや楽天などといった、インターネット上のサイトから商品の購入を行う

ことは今や当たり前となった。夜遅くとも早朝であっても時間を気にせず商品の選

別ができ、欲しいと思ったものを自宅まで配達してくれ、とても便利である。さら

に、金融においてもネットバンキングサービスというサービスが存在し、これを利

用すればネット上で時間を気にせず銀行と同様に振り込みが可能で、もう３時に銀

行が閉まる前、支店に駆け込む必要もなく振り込みができる。こういった、インタ

ーネット上での商品・サービスのやり取りを電子商取引という。電子商取引を利用

は、浸透したとはいえる。しかし、消費者の中には利用を拒む人もおり、一概に浸

透したといいきってはいけない。日本における 2010 年度の株式会社インプレス R

＆D 社の調査によると、電子商取引を行わない消費者 690 人にアンケート（複数回

答）をとった結果、消費者がインターネットでオンラインショッピングを行わない

理由上位３位が 1 位「商品を手にとって確認したい」、2 位「対象ウェブサイトが信

用できる販売業者かわからない」、3 位「わからない」となった。このうち 40.9%の

消費者が「商品を手にとって確認したい」という理由を、オンラインショッピング

を行わない理由として挙げ、飛びぬけて高いパーセンテージとなっている。電子商

取引は便利ではあるが、消費者の不満・不安が少なからずあることが現状だ。第 1

位「商品を手にとって確認したい」という消費者の不安を小さくする事が出来るの

が、インターネット上にあふれる商品などに関する情報である。同年同社が消費者

3293 人に、インターネットで利用するサービスをアンケート（複数回答）したとこ

ろ、83.6%の消費者が「商品・サービス・買い物に関する情報」と回答し、81.0%

の消費者が「オンラインショッピング」と回答した。一部の消費者が電子商取引に

抵抗を示しているものの、80.0%以上の消費者はインターネットの利用し電子商取

引を行っている事が分かる。またオンラインショップで商品を購入する際に、イン

ターネット上で価格や商品の使い勝手などの情報を集めることは、電子商取引を行
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う時に消費者にとって重要な点であることが推測できる。この論文の実証分析では、

電子商取引にてオンラインショップ等で商品の購入を行うとき、数多く存在するオ

ンラインショップから一つのオンラインショップを選び商品を購入ときに消費者が

かかる精神的な負担費用である探索費用を推定してゆくことに焦点をあてる。さら

に、同年同社が消費者 2667 人に、実店舗での消費意欲とインターネットを介した

オンラインショッピングでの消費意欲が以前と比べて増減したかアンケートしたと

ころ表 1-1 の結果となった。表 1-1 より、実店舗での消費意欲の減少は増加を上回

り、オンラインショッピングでの消費意欲の増加は減少を上回る結果となった。消

費の中心が、実店舗からオンラインショップつまり電子商取引に移行しつつあると、

消費者マインドから推測できる結果だ。 

 

表 1-1 日本の消費者意欲の増減 （消費者 2667 人中、選択肢を選んだ消費者の％） 

 増加 減少 

実店舗 10.3 31.4 

オンラインショッピング 49.8 10.2 

出所：Impress R&D (2010) 

 

消費者にとって実店舗で商品購入を行うことは、商品を購入することが目的とい

うよりも、接客の良い雰囲気の良い「お店」で商品を購入する経験が目的となり、

実店舗で購入を決める要因となっているのかもしれない。 

消費者の多くは、インターネット利用時にオンラインショップでの商品購入を行

い、オンラインショップでは実店舗よりも消費意欲の増加がみられる。消費者の消

費行動を考えるとき電子商取引を無視することはできないと、消費者へのアンケー

ト調査の結果からわかる。さらに、オンラインショップを利用しない理由として、

商品を手に取ることができないという不安は、インターネットでの商品の探索を行

い購入前の事前情報を獲得することで解消されるだろう。探索に費やす費用は、消

費者の希望購入価格を介し価格として表すことがでる。この論文の実証分析では、

それを求めていくことをここで述べておく。 
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1.2 電子商取引の定義 

消費者にも広く定着している電子商取引であるが、ここで定義を明確にする。イ

ンターネットサイトで行われる商品のやり取りを「電子商取引」1ということは前述

した。しかし、ここでいう電子商取引は大変狭義の電子商取引である。実際には電

子商取引はインターネットを介して行われる全ての取引の事を指し、企業間での在

庫の取引など、幅広い意味を持つ。楽天などのサイトで行われる企業と消費者の取

引は、この論文で分析する電子商取引で、消費者向けの電子商取引と呼ばれるもの

だ。広義の意味での電子商取引のうち、扱う電子商取引を明確に示したい。 

電子商取引の広義の定義は、「電子的に行われる全ての取引」である。狭義の 

定義では「商取引を、インターネット技術を利用した電子的媒体を通して行うこと」

である。この論文では、狭義の定義を電子商取引とし扱っていく。商取引とは

「経済主体間での財の商業的移転に関わる受発注者間の物品、サービス、情報の交

換」を意味する。商取引は大きく企業－企業間の取引、いわゆる B2B と呼ばれる

取引と、企業―消費者間の取引である B2C に分けることができる。この論文で扱

う電子商取引は、狭義の定義の B2C（企業―消費者間）の取引だ。つまり、消費者

が企業から物を購入するとき、インターネットを利用した場合の電子商取引を扱う。

さらに市場の参加者数で分類し、この論文で取り上げる電子商取引を絞ってゆく。

表 1-2 は、電子商取引の商取引を B2B と B2C に分け、取引の参加者数で区分した

ものをまとめたものである。編みかけになっている部分が、この論文で扱う電子商

取引だ。 

 

表 1-2 取引の主体と参加者数による分類 

取引の主体 企業対消費者間取引（B2C） 企業間取引（B2B） 

取引

の参

加者

数 

１：１  専用回線 

N ：１  各社ホームページ 

１：N 各社ホームページ 各社ホームページ 

N：N ネットショッピングモール E－マーケットプレイス 

出所：丸山正博 (2004) 

 

                                                   
1)電子商取引は、E コマースとも呼ばれるが同じ意味である。この論文では、電子

商取引とするが、E コマースと読み替えてもよい。  
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表 1-2 について、説明する。取引の主体は、取引の参加者の種類を表したものだ。

企業対消費者間取引（B2C）は企業と消費者が取引に参加している、企業間取引

（B2B）は企業のみが取引に参加している事を表す。表の右側は B2B（企業間取引、

企業と企業の）取引を市場の参加者数で分類したものである。取引の参加者数は

[○：●]は、○は商取引を行う側、商品・サービス・情報等を販売する側の数、●

は商取引を受ける側、商品・サービス・情報等を購入する側の数を表す。N は市場

に参加する参加者数を表す。B2C の場合○は企業の取引参加社数、●は消費者の取

引参加人数を表す。B2C の取引は、企業から消費者への一方向で行われる。B2B の

場合、○、●ともに企業数を表すが、○は販売を行う側の企業数、●は購入する側

の企業数を表す。表 1-2 の企業間取引（B2B）を説明する。B２B の電子商取引で

は、主に部品の調達や原材料の調達などの取引を行う。取引の参加者数  [１：１]

は、取引量が多く専用の回線を利用する取引をいう。例えば、車の組み立て・販売

を行う親会社が車体の部品製造を行う子会社に注文を発注するときに、専門の取引

ツールにて万単位で取引をする場合だ。取引の参加者数[１：N]は、売り手が単独で

買い手が多数になる場合である。[N：１]は、買い手が単独で売り手が多数になる取

引だ。例えば、大手メーカーが自社サイトで、多数の部品メーカーや鉄鋼メーカー

などから原料や部品を調達する取引だ。取引の参加者数[N：N]は、E-マーケットプ

レイスというサイトに複数の売り手と買い手が集まる取引で、サイト内で企業同士

が製品の売買を行う。企業対消費者間取引(B2C)の取引では、売り手である企業は

多数の買い手である消費者を相手にする。電子商取引では、消費者は必ず不特定多

数存在し、企業の参加数によって２種類に分類できる。取引の参加者数[１：N]は、

企業が自社のホームページを介して取引をする場合だ。例えば、高級ブランドであ

るルイヴィトンは独自のオンラインショッピングサイトを持っており、そのサイト

で消費者がルイヴィトンの製品を購入する取引がこの場合である。取引の参加者数

[N：N]は、企業が製品をアマゾンや楽天などのインターネット専門販売店に出店し、

消費者が自分の好みにあった商品を提供する企業を選択し商品を購入できる取引で

ある。この論文では、この電子商取引「複数の消費者と複数の企業の B2C 取引」を

扱ってゆく。今後この論文で電子商取引とは、複数の消費者と複数の企業の B2C 取

引を意味する。 
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1.3 全体の傾向 

日本での電子商取引市場では、楽天とアマゾンがシェアを拡大している。2010

年の出店店舗数のシェアは、楽天が 42.2%次いでアマゾンが 14.1%となり、こ

の上位 2 社のシェアを合計すると 56.3%と過半数を超えている。さらに各製品

販売店は電子商取引にて幅広い消費者の獲得のために、自社の各社ホームペー

ジでの販売に加えて大手電子商取引モールであるアマゾンや楽天に出店を行い、

さらに電子商取引での消費者の取り込みを行うなどしている。電子商取引は更

に広がりを見せ、年々増加傾向にある。データを通し、電子商取引は幅広く多

くの消費者に浸透しており、電子商取引の市場は均衡状態に達しているといえ、

分析するに値すること確認する。最初に注目したい動向は、図 1-1 販売の売上

増加と表 1-3 インターネットの利用人口の増加だ。 

 
図 1-1 日本における通販売上推移（2001～2010） 
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                         出所：(C)JADMA HP  

 
図 1-1 のデータは、この論文で扱う企業消費者間の電子商取引だけでなく、

テレビでの B2C 取引やインターネット上での B2B 通販を全て含む通信販売の

売上推移の図である。インターネット上の B2C 取引だけのデータではないが、

通信販売は年々の増加し、それに伴う電子商取引のネットショッピングモール

型の利用数も増加していることが推測できる。今後も、通販の売上は増加して

いくであろう。 
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表 1-3 インターネット利用人口の推移 

平成年末 14 15 16 17 18 19 20 21 22 

利用者数（万人） 6,942 7,730 7,948 8,529 8,754 8,811 9,091 9,408 9,462 

出所：総務省通信利用動向調査 

 

近年は、インターネットの利用増加が飽和しつつあるが、インターネット利

用人口の増加率は下がるものの、人口自体は増加し続けると予想できる。通信

販売の増加とインターネットの利用の増加から電子商取引の量は今後も増加し

続けるといってよいだろう。さらに、B2C の市場規模の推移は上記で裏付けら

れたように、年々増加している。 

 
図 1-2 B2C 電子商取引の市場規模推移と EC 化率推移 
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出所：経済産業省経済産業政策局調査統計部 

 

EC 化率とは、商取引のうち何％をインターネット上での取引、電子商取引

（Electronic Commerce）にしたかという割合のことだ。EC 化率の増加は消費者の

電子商取引増加を促し、消費者の増加は市場規模の増加・企業の電子商取引を促す

形で、電子商取引は今後も発展していく。加えて、外出しないでも買い物ができる

電子商取引の良いところである。2011 年 3 月の震災直後、電子商取引の売り上げは

落ち込んだものの、実店舗よりも早く３月の下旬には売上が回復し、４月上旬は前

年度同月を上回る売上を記録し、電子商取引の便利さを実感した消費者が増加した

だろう。電子商取引の分析を行うに当たり、電子商取引の市場が均衡状態である事
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は重要な要素である。年々の電子商取引の売上増加に伴い、電子商取引市場が均衡

状態に近づいていると考えてよいといえ、この論文での分析は今後の電子商取引市

場にも当てはめることができるだろう。 

 

1.4 価格の違い 

 消費者にとって電子商取引で商品を購入する利点は、価格の面からみてどのくら

いあるのか検証する。消費者が実際にオンラインショッピングで購入したことがあ

る製品分野の順位は表 1-3 だ。 

 

表 1-3 電子商取引にて消費者が実際に購入した製品分野順位 (複数回答、2010 年) 

順位 1 位 2 位 3 位 4 位 

 

製品分野 

 

書籍・雑誌 

衣類、アクセサ

リー、ファッシ

ョン 

CD、DVD、ブ

ルーレイ 

 

旅行、宿泊予約 

 

5 位 6 位 7 位 8 位 (同率) 8 位 (同率) 

パソコンなど

のコンピュー

ター関連製品

ハードウェア

（周辺機器含

む） 

 

 

産地直送品、食

料品、酒、飲料 

 

 

化粧品、ヘアケ

ア 

 

 

AV 機器、家電

製品 

 

 

 

家具、雑貨、小

物 

出所：Impress R&D (2010) 

 

このうち価格帯が高い、第５位「パソコンなどのコンピューター関連製品」、第８位

「AV 機器、家電製品」に焦点を置いて、実店舗とオンラインショップの価格を比

較する。比較の対象は実店舗が大手家電量販店一店舗の価格と、オンラインショッ

プが価格比較サイト価格.com での最高価格、最低価格とする。大手家電量販店はヨ

ドバシカメラ マルチメディア横浜の広告掲載価格を用いる。広告の中からパソコ

ンなどのコンピューター関連製品、AV 機器、家電製品のうち掲載商品 10 品目をラ

ンダムに選択し、それぞれの価格比較を表 1-4 でまとめた。また、実店舗とオンラ

インショップ最高、最低価格の価格差と同時に、オンラインショップ市場での最高
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価格と最低価格の価格差を出す。 

 

表 1-4 実店舗とオンラインショップの価格差 (円) 

製品(メーカー/製品名) 
実店舗

価格 

最低価

格オン

ラインシ

ョップ価

格 

最高価

格オン

ラインシ

ョップ 

最低価

格差

（実店

舗-オン

ラインシ

ョップ最

低価

格） 

最高価

格差

（実店

舗価格

－オン

ラインシ

ョップ最

高価

格） 

オンライ

ンショッ

プ価格

差（最

高価格

-最低

価格） 

パソコン   

Mac/ProMD313J/A 102,800 84,979 102,800 17,821 0 17,821 

FUJITSU/ASPRIMO 

FMVF77DDWC 
144,800 174,636 174636 -29,836 -29,836 0 

Acer/S3-951-F34C 69,800 54,464 79800 15,336 -10,000 25,336 

SONY/VPCCB39FJ/W 112,800 86,800 112,800 26,000 0 26,000 

洗濯機  

TOSHIBA/ZABOONTW-Z9200 267,800 193,200 298,000 74,600 -30,200 104,800 

HITACHI/ビックドラム

BD-S7400 
248,000 164,899 243,000 83,101 5,000 78,101 

LG/WF-55WLA 19,800 22,800 22,800 -3,000 -3,000 0 

TV  

SHARP/AQUOSLC-60B5 273,800 155,550 279,800 118,250 -6,000 124,250 

SONY/BRAVIAKDL-40HX80R 119,800 75,393 112,800 44,407 7,000 37,407 

カメラ    

FUJIFILM/X-S1 79,800 66,087 92,000 13,713 -12,200 25,913 

出所：ヨドバシカメラチラシ (2011) ,価格.com 

 

表 1-4 で注目したい部分は、最低価格差だ。最低価格差は実店舗の広告掲載価格と
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価格.com の最低価格である。ほとんどの商品でこの値が正であり、正の値は 13,713

円～118,250 円と大きい値を取っている。最低価格差が負である、パソコンの

FUJITSU/ASPRIMO FMVF77DDWCと洗濯機の LG/WF-55WLAはオンラインショップで

1 店舗しか出店しておらず、そのためにオンラインショップでの価格が実店舗の価格を

上回る例外的な結果が出た。しかし、この２製品以外の商品は、いずれもオンラインシ

ョップでの価格が実店舗よりも低い。このことから、電子商取引であるオンラインショッ

プでの商品購入は消費者にとって、価格面から実店舗よりも効用が高い事がわかる。

さらに、実店舗とオンラインショップでの価格の差が出た理由として、探索費用が重要

な役割を果たすと考えられる。探索費用とは、消費者が欲しい商品により近い商品を

探すために、商品を探す時にかかる実質的、精神的費用の事を指す。実店舗で商品

を探索する際に、広告を見比べたり実際に店舗に足を運んだりするときにかかる費用

が実店舗での探索費用となる。一方、オンラインショップで商品と探索する際に、ネット

上でサイトをいくつか調べる際にかかる費用が電子商取引での探索費用となる。この

探索費用がある場合、消費者は最低価格をみつける前に、商品購入を決めるので、

価格にその分が加算されて価格が高くなる。明らかに探索費用が大きい実店舗と、サ

イトを検索するだけで探索ができる探索費用が小さいと考えられるオンラインショ

ップつまり電子商取引を比べると、実店舗の価格が高くなる事が説明できる。さら

に、表 1-4 のオンラインショップ価格差に注目する。オンラインショップ価格差は、価

格 .com に掲載されている価格の最高価格と最低価格の差をとったものだ。価格を集

計した 10 商品のオンラインショップ価格差の 17,821 円～124,250 円と高い。このことか

ら、電子商取引でも探索費用が存在すると推測できる。しかし、探索費用に関しては、

近年のインターネットで消費者の情報収集力が上がった事により、今までよりも探

索費用が全体的に低下したといえるのも事実である。それを踏まえても、電子商取

引のオンラインショップで商品を購入することは、価格面から実店舗で購入するよ

りも、消費者にとってお得であり、高い効用をもたらすことが分かる。 

  

1.5 価格比較サイトと企業 

 電子商取引に参加する多くの企業は、価格比較サイトに有料で自社の情報を提供

している。価格比較サイトとは、商品の価格やラインナップを一括して整理・比較

できる情報サイトである。価格比較サイト大手が、すでに出た「価格.com」という

サイトだ。価格比較サイトは、価格.com 以外にもコネコネット、ベストゲートなど

多数存在する。この論文では、多くの消費者が利用している業界大手の価格.com か
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ら情報を収集し利用しているため、価格比較サイト＝価格.com とし、価格比較サイ

トについてこの節で説明する。価格.com は株式会社カカクコムが運営するサイトで、

家電機器やパソコン関連商品、化粧品やコンタクトレンズなどの生活日用品に至る

まで多くの商品のオンラインショップでの購入可能価格が商品ごとに比較できるサ

イトだ。消費者は無料で、商品に関する価格等の情報を閲覧でき、価格.com から直

接気にいった商品を購入することができる。一方で、企業は価格.com に価格情報を

掲載する際に、株式会社カカクコムに対し掲載料を支払わなくてはならない。価

格.com の場合、商品を掲載する企業は《 月々基本料金 10,000 円＋商品の総クリッ

ク数×クリック単価 (12~24 円) 》を支払う。クリックは、価格.com から情報掲載

企業のサイトへ送客された消費者の延べ人数である。この場合、送客された消費者

は必ずしも商品を購入するとは限らない。また、クリック単価は商品のカテゴリー

ごとに異なる。例えば、クリック単価 12 円のカテゴリーで 2000 クリック、クリッ

ク単価 24 円のカテゴリーで 3000 クリックあった場合、クリック数に関する課金が

12 円×2000 クリック＋24 円×3000 クリック＝96,000 円（税抜き）となり、月額

掲載費用が基本料金 10,000 円＋クリック課金 96,000 円＝106,000 円を支払う。企

業にとってそれほど大きな金額ではない。しかし、消費者はサイトを訪れただけで

購入には至らず、サイトに掲載されている情報だけを獲得し、他の企業での購入を

決定する可能性もある。このように、情報を有料で掲載する企業がいるなかで情報

掲載料を払わない企業が、掲載されている情報の恩恵を受け消費者を獲得する事も

ある。Wu et al (2004) によると、商品カテゴリー内での競争があまりない場合、

つまり同じ商品を販売する企業が少ない場合、企業１は情報掲載料を支払っても費

用をカバーするだけの利益を得ることができるため、情報掲載料を払わない企業２

がいたとしても、企業１は情報掲載料を支払い価格比較サイトに情報を掲載すべき

である。一方、商品カテゴリー内の競争が激しくなった場合、つまり同じ商品を販

売する企業が多数存在し激しく競争している場合は、企業は情報掲載料を支払って

も利益を得られないため、情報掲載料を払い製品の情報を価格比較サイトに載せる

べきではないのだ。企業は一概に、価格比較サイトでユーザーの拡大を狙えるわけ

ではないが、商品の情報掲載料を行うことに意味があることが分かる。 
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1.6 価格比較サイトと信頼 

 消費者は電子商取引をオンラインショップで行う時に、最も有益だと考える情報

源の第 1 位「ユーザー参加型の商品・サービスのレビューサイト、評価サイト」2だ。

電子商取引において、価格以外の情報の他の消費者の使用感などの情報が重要にな

る事がわかる。この情報の価値は、消費者のサイトへの信頼や信憑性からきている。

しかし、信頼は難しいものである。例えば、2012 年１月に価格.comを運営する株

式会社カカクコムの飲食店専門サイト「食べログ」にて、悪徳業者が金銭を受け取

り故意に口コミを書きことが起こった。以下記事の引用である。「価格比較サイト大

手のカカクコムが運営するグルメサイト「食べログ」で、金銭を受け取った飲食店

に好意的なクチコミを投稿する「やらせ業者」が活動していることが明らかになっ

た。ネット上では飲食店以外にも化粧品や旅行関連などのクチコミサイトが台頭。

やらせ問題が相次ぎ露呈すれば、クチコミサイト全体に対する信頼性が揺らぎかね

ない。」3という。この論文で扱う価格.comにも消費者のレビューという機能があり、

消費者がサイト掲載企業を評価でき、また商品の使用感を投稿できる。価格.comで

は、はじめから購入を目的として価格.comのサイトを使用する消費者が多いため、

購買意欲に直接影響を与えるほどほど重要視される機能ではない。しかし、電子商

取引をオンラインショップで行う時に多くの消費者が有益と考える情報源であると

考える、口コミなどの商品のレビューの信頼性は電子商取引のありかたをも変化さ

せうる重要なものである。そのため、信頼性を業界全体で保つ努力をしていかなく

てはならないだろう。 

                                                   
2) 株式会社 Impress R&D の「インターネット利用動向調査 2010」より  
3) 2012 年 01 月 6 日の日経産業新聞の記事から引用 
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第２章 価格分散 

 

 第 2 章では、電子商取引の価格分散の理論について紹介する。 

 

2.1 電子商取引における価格分散の理論モデル 

 この節では、Baye et al. (2004) から電子商取引の価格分散の理論を紹介する。 

 電子商取引ではなく、実店舗で商品を購入する場合、欲しい商品を探すときにか

かる肉体的、精神的な負担である探索費用は存在している。探索費用は消費者が探

索をどれほど苦痛に感じるかそれぞれ個人によって異なるが、探索を全く負担と感

じないような探索費用が 0 である消費者でない限り、人々はそれぞれ異なる値の探

索費用を持っている。探索費用を持つ場合、街中の製品販売店は必ずしも最低販売

価格を付けずとも商品を販売することができるため価格分散は存在することになる。

電子商取引で価格分散が均衡状態においても存在しているのであれば、探索費用が

存在していることを暗に示せる。そこで、この章では価格分散の理論を紹介し、探

索費用が存在する可能性を裏付けてゆく。 

 理論は、クリアリングハウスモデル (Clearing House Model) によって導かれ

る。日本語に訳すと、クリアリングハウスとは、情報交換の拠点という意味だ。電

子商取引の場合、情報交換の拠点というのは、電子商取引における同一製品販売店

の価格比較サイトの事を指す。価格比較サイトは「価格.com」や「コネコネット」

といったサイトの事である。このようなサイトで見かけられる同一製品における価

格分散は、どうのように起こっているのか以下のクリアリングハウスモデルが説明

する。クリアリングハウスモデルによって「価格分散が存在している状況は均衡状

態といえ、価格分散の大きさは市場に参加している企業数によって決定される」と

結論付けることができる。 

理論の説明の前に、実際に価格分散があるとはどういった状態か直観的に説明す

る。パソコンの購入を考えている場合を想定し価格分散があることを確認する。価

格分散がない場合は、インターネット上で購入手続きが可能な、つまり電子商取引

可能な、どの販売店のサイトを閲覧しても、同一製品において販売店が異なってい

ても価格が等しくなる。しかし、価格比較サイトを利用し、パソコンの価格のリス

トを見ると、電子商取引可能な販売店によって値段の差があることが分かる。例と

して、ノートパソコンの製品、MacBook Pro 2400/13.1 MD313J/A について価

格.com から価格等の情報を引用する。MacBook Pro 2400/13.1 MD313J/A は、価
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格.com 内の Mac ノートパソコン売上 1 位の製品で、多くの消費者の目に留まる製

品と言える。消費者が探索をほとんど行わない場合であっても、この商品を購入す

る可能性は高い。この製品を例として挙げることで、消費者の探索深度に関係なく、

電子商取引において価格分散があることが公平に理解できる。 

 

表 2-1 ノートパソコンの価格等情報 

製品名 メーカー 売上順位 発売時期 初値(円) 

MacBook 

Pro 2400/13.1 

MD313J/A 

 

APPLE 

1 位 

（2011/12/19） 

 

 

2011/10 

 

96,546 

出所：価格.com 

表 2-1 から当初の価格から比べて現在の価格の値下がり率は 12.5%となる。価格自

体が下がっているので、価格の分散は大きくなっているといえるだろう。また表 2-2 

に示される通り、ノートパソコン MacBook Pro 2400/13.1 MD313J/A について販

売店が 28 店舗あり、最低価格 84,442 円から最高価格 102,800 円となっている。最

高と最低価格の差が、18,358 円となりこの商品に関して探索があまり行われていな

いという想定であっても、探索の余地が十分にある価格分散があるといえる。直感

的に価格分散が存在し、探索が行われそうな事が分かっただろう。 
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表 2-2 ノートパソコンの価格等リスト(2011/12/19) 

販売店名 価格(円) 運搬費用(円) 在庫の有無 

EYES 84,442 無料～ 有 

博多ﾎﾞﾝﾊﾞｰ 84,443 無料～ 有 

e-LIFE 84,443 無料 有 

ﾋﾞｸﾄﾘｰ 84,443 \450～ 有 

JP-TRADE 84,444 無料～ 有 

ﾓﾉﾁｮｸ 84,447 無料 有 

OK 商会 84,450 無料～ 有 

RB ｽﾄｱ 84,454 無料～ 有 

Gent ｱｷﾊﾞ 84,480 無料 有 

ｱｷﾊﾞ流通 84,480 ￥840～ 有 

STEP 84,480 無料～ 有 

Wink 84,480 無料～ 有 

AQUA-FEEL 84,500 ￥700～ 有 

G ﾏｰｹｯﾄ EVENT 84,500 無料 有 

ｱｳﾄﾚｯﾄﾌﾟﾗｻﾞ 85,000 無料～ 有 

GIGA 85,500 無料～ 有 

＠Next 85,500 無料 有 

RED-KING 85,500 無料～ 有 

A-price 家電通販 85,800 無料～ 有 

ｵｰﾙｲﾝﾜﾝ電気 86,500 無料 有 

ﾊﾞﾚｯｸｽ 87,480 無料 有 

e-tokka 87,500 無料～ 有 

愛ｸﾞﾙｰﾌﾟ 90,060 無料 無 

家電のｹﾝちゃん 92,800 無料 有 

PREMOA 94,380 無料～ 有 

ｸﾞｯﾄﾞｳｨﾙ Y!店 94,800 無料～ 無 

ｷｯﾄｶｯﾄ 100,600 無料 有 

ｱｯﾌﾟﾙｽﾄｱ 102,800 無料～ 有 

出所：価格.com 



 16 

 

2.2 モデルの仮定 

まずは、この節でクリアリングハウスモデルの仮定を述べる。企業のモデル仮定

をはじめに説明する。企業は商品販売を行う販売店であり、同質財を扱う。企業 i
は商品に対し価格 ip の価格をつける。このとき同一製品の販売を行う市場参加企業

数は 1>n だ。電子商取引市場で製品を販売する企業は、企業に依存しない定数の限

界費用ｍをもつ。限界費用ｍは０以上をとる。企業が価格比較サイトに販売製品の

情報を載せるときにかかる情報掲載費用はφで、企業に依存しない。情報掲載費用φ

は０以上である。このとき、企業は商品にいくらの値段を付けるか、 ip をいくらに

するか決定し、価格比較サイトに情報を掲載するか否かの決定を行う。次に消費者

のモデル仮定を説明する。全ての消費者は、個々の需要を持ち、商品に対し払って

もよい最高価格つまり商品に関する留保価格ｒをもつ。このとき、留保価格ｒは限

界費用ｍを上回る値をとる。さらに、消費者は２つのタイプに分類することができ

る。この２つのタイプをタイプ１とタイプ２とし説明する。タイプ１の消費者は、

必ず最低価格で購入する価格に敏感な消費者だ。タイプ 1 の消費者数を S＞０とす

る。一方、タイプ２は低価格で購入を行わない消費者だ。タイプ２の消費者数を L
＞０とする。タイプ２の消費者は、企業にロイヤリティがあり決まった企業でのみ

製品の購入を行うか、もしくは価格比較サイトへアクセスできない、もしくはアク

セスする意思がないため最低価格を知らず、最低価格での製品の購入を行わない消

費者である。消費者と企業の仮定は以上である。クリアリングハウスモデルは電子

商取引の価格分散に関するモデルだ。価格分散が存在するか否かの指標としてギャ

ップ G をおく。ギャップ G 大きいと価格分散が大きく、ギャップが小さいと価格

分散が小さいことを示す。 1p は同質財を扱う企業群のなかで最も低い価格を表す。

ip の i < n が増加するにつれて、価格も増加して nppp ≤≤≤ 21 となる。このと

き、最低価格と最低価格の次の値の差をギャップ 12 ppG −= とする。G＝０の場合

は、ベルトラン寡占が成り立つ市場で、価格分散がある場合は G＞０となる。その

ため、クリアリングハウスモデルでは G＞０を仮定する。通例、価格分散の有無は

変化率や最高価格と最低価格の差で求められもした。しかし、これらの場合は事実

上の寡占市場となる、最低価格をとる企業が２企業の場合の市場も、価格分散があ

るかのように計測されてしまうため、ギャップ G を価格分散の指標とする。 
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2.3 クリアリングハウスモデル 

 2.1.1 で記述した仮定で、クリアリングハウスモデルに沿って価格分散が存在 

することを説明する。定理１は企業にとって情報交換サイトに価格を載せる費用φ 
が非常に高くない限り、クリアリングハウスモデルで価格分散が存在することを説 

明する。 

定理１：情報掲載料が Smrnn ))(1/(0 −−<≤φ であるとする。このとき、クリアリ 

ングハウスモデルの対象均衡において次にことが成り立つ。期待ギャップ G は常に 

正である。②価格分散の平均を { } )/()1/(0 SLSmLrnnp +++−= φ とおき、更に企 

業が情報掲載費用φを支払う確率αが、 { } )1/1())(1/(1 −−−−= nSmrnnφα であるとき、 
価格分散は平均 0p 、分散 r を取る 

 

{ }[ ]1/1)/()()1/(1/1)( −−−+−−= nSmpLprnnpF φα  

 

で分布する。企業はこの F(p)から価格 p を選択する。また企業が情報掲載を行わな 

いときに価格は消費者の留保価格ｒと等しくなる。 

定理２：市場に参加する企業数が多い企業に比べて、少ない企業（特に２企業のと 

き）の場合価格分散は大きくなる。 

 つまり、ギャップ G が正である場合、上記の式で定義されて F(ｐ)に従って価 

格が分散する。また、同じ商品を販売している販売企業が多ければ多いほど、 

価格分散の指標であるギャップ G は小さくなり価格分散が少ないく、一方販売

製品が小さければ小さいほどギャップ G が大きくなり価格分散が大きい。Baye 
et al. (2004) では、さらにプログラムを用いてコンピューターで米国の価格比

較サイトの情報を８カ月間収集し、総データ数 400 万のデータを用いて分析を

行っている。その結果、期間中ギャップの変化がほとんど見られず定理１の均

衡状態での価格分散の存在と、企業数とギャップの関係が反比例しているため

定理２の企業数と価格分散の関係が実証からも裏付けられた。さらに、企業数

が価格分散に影響を及ぼすことと、クリアリングハウスモデルで企業が同じ費

用を持つことから企業数が増加すれば、価格と分散が小さくなる事が探索費用

存在の可能性を表すとともに探索費用の小ささを示しているのかもしれない。

次の章では消費者がどのような探索行動をとるか分析する。 
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第３章  探索行動 

 

 価格分散が存在するということは探索費用が存在するということである。この章

では探索費用のモデルを紹介し、消費者がどのような探索行動をとるのかについて

述べる。 

 

3.1 電子商取引における探索行動の理論 

 インターネットの登場により、情報の入手がより簡単になった。それに伴い、探

索費用の減少は、予想できる。しかし、上記に示したように少なくとも価格分散が

存在する限り、消費者は満足いくまで探索を行うだろう。しかし、最近のリサーチ

によると、消費者の 50%は大手電子商取引サイトの 1%のみしか利用しておらず、

探索は極めて限られたものになっている。筆者も、インターネット上で購入を行う

ときには、限られたサイトのみを閲覧する。これは、インターネットサイトに対す

る信頼の問題でもあるといえる。見知らぬサイトで購入を目的とするショッピング

を気軽に行えるかというと、否と回答する消費者が多いのは予想できる。このよう

な理由から、インターネットの探索は限られたものとなってはいるが、その中で消

費者がどのように行動していくのか Johnson et al. (2004) の論文から理論を引用

し説明する。 

  

3.2 モデルの説明 

 はじめに、探索費用の定義から述べる。消費者が探索を行うときにかかる、精神

的又は金銭的、肉体的な負担の事を総称して探索費用と定義する。 

 モデルは探索深度と探索活発度の２つのパートからなる。以下モデルについて説

明する。 

①探索深度 

消費者が探索を行うとき、探索によって得られる追加的な情報の期待効用が増加

する範囲まで探索を行う。探索を行っていく中で徐々に探索による追加的な情報の

期待効用を得られる確率は減退してゆく。電子商取引で、製品の購入をするとき新

たなサイトを訪れることを探索行為とし、探索によってより自分の効用を満たす製

品をみつけられる可能性を期待効用が高まる可能性とする。これを、モデルで表す。 

消費者 i が x 回サイトを閲覧した確率を [ ]ii xX =Pr とおき、この確率を、 1−ix 回
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サイトを閲覧した確率 [ ]1Pr −= ii xX で表す。また、 )10( << ii θθ を消費者個々が

持つ探索性向とする。 

[ ] ( ) [ ]1Pr
1

Pr −=
−

== ii
i

ii
ii xX

x
x

xX
θ

 

iθ が低い場合、サーチが低いことを示す。さらに、 ( )[ ] 11ln −−−= iia θ とすると、

[ ]ii xX =Pr は以下のように表される。 

[ ]
i

x
ii

ii x
a

xX
iθ

==Pr  

この式から、グラフをとると iθ が 0 から 1 のことなる値をとっていても、サイ

トの閲覧は、最初の検索をピークに急激に減少してく。 

② 探索活発度 

消費者が探索を行う時に、消費者の探索の活動の多さは一定である。時の 

経過と関係なく探索を多く行う消費者は、人生の中で探索を多く行い続ける。

一方、探索を行わない消費者は、時間が経過し探索の容易な方法を学んだとし

ても探索の多さに変わりはなく、常に少ない探索を行う。探索に関してヘビー

ユーザーは常にヘビーユーザーであるし、ライトユーザーは常にライトユーザ

ーである。それを踏まえ、消費者が探索を行う際製品分野ごと探索をどれほど

の多さで行っているのか探索活発度で表すことができる。 
消費者 i の j カ月の探索性向を ijθ とする。すると探索性向は平均 jµ 、分散 

φの正規分布を持つ
*
ijθ によって ))exp(1/()exp( **

ijijij θθθ += 表せる。このとき、

消費者が一つの製品分野に訪れる確率を iq とし、これは異なる製品分野のサイ

トにどれほど訪れるかをあらわす。例えば、製品分野の一つである書籍分野で

iq を考えると、 iq が高い場合書籍分野の製品の検索を良く行うし、 iq が低い場

合あまり書籍分野の製品を探索しない事になる。さらに、 oβ を基準の性向定数

とすると、
*
ijθ の分散は )ln(10 ij qββµ += とあらわすことができる。このとき

消費者 i は製品分野を検索するであろう 月目カ月のうち ii JT に探索を行う確率

iP に従って行動する。確率 iP は次の式であらわされる。 

iiii T
i

JT
i

J
i

i

i
iiii qqq

J
T

qTJP )1(1/)1(),( −−−







= −  

これら２つのモデルによって、消費者の電子商取引内での行動している。少な

い探索のなか、探索の度合いは消費者の性向 iθ によってあらかじめ決められた

ものとなっているのである。 
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第４章  探索費用の推定 

 

 第 2 章にて電子商取引において価格分散が存在し、第 3 章で価格分散のもと

で小さいながらも探索活動が行われていること説明した。この章では、実際に

いくらの探索費用を消費者が負っているのかを求めるため、この論文の実証で

使用する先行研究を分析する。 

 

4.1 先行研究 

 Moraga-Gonzalez et al. (2006) の論文に沿って実証を行ってゆく。この論文

は、価格比較サイトなどから得られるか価格のみを使用して、探索費用の分散

を推定することを目的としている。論文は 3 部になっている。初めに消費者探

索と企業行動を定義し、次に最尤法にて探索費用の分散を求める。 

 

4.2 消費者探索・企業行動モデル 

探索費用の推定はモデルの式に従って行われる。そのため実際に実証を行う

前にモデル実証のモデルについて説明する。電子商取引に参加している企業は

同一製品を販売する企業であり、消費者はその企業が販売する同一製品を購入

する。企業数は N で、各企業は同一の販売費用 r を持ち、企業に関わらず一定

である。さらに企業は、累積価格分散 pF に従う価格 p を対象混合戦略によって

選択する。累積価格分布 pF は、 p を最高価格、 p を最低価格に持つ分散で、

形は決まっておらず、密度関数 )( pf p によって決定する。最高価格 p は、消費

者の製品表価格と等しい。事前の探索を全く行わない消費者が、製品を購入し

てもよいと考える妥当な価格が価格分散の最高価格となる。消費者は、ログノ

ーマル分布に従う探索費用分布 CF からなる、ランダムに探索費用 c を持つ。そ

のため探索費用は消費者によって異なる。消費者は商品を購入する際に１つの

製品しか購入しない。一度のショッピングでは１製品のみを買う。 

 これらの仮定を踏まえて、消費者と企業のモデルの説明をする。消費者の探索

モデルを説明する。第３章での消費者行動でも消費者性向を用いた確率で表さ

れた探索行動のモデルを扱ったが、実証での消費者探索モデルはより価格を反

映したモデルとなっている。消費者は、探索活動にかかる費用と製品に払う値

段が自らの基準で、許容する値まで探索を行う。このとき、探索費用ｃを持つ

消費者の探索企業数 ( )ci は以下で定義される。企業数を表すため ( )ci は整数で
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ある。 

( ) dppfpFipicci p
ip

p pi
)())(1()1(minarg 1

1

−

> ∫ −+−=       (4.1) 

右辺の第 1 項は、探索費用の最小を表し、第 2 項は製品価格を表す。(4.1)

式で、支払う総費用がランダムな探索費用を持つ消費者の妥当と思う費用にな

った時の、探索企業数 ( )ci が求められるのである。消費者がもうこれ以上探索

を行っても、負担が増えるだけであると感じるまで電子商取引で企業を何社探

索するかを表している。このとき、 ( )ci は整数であるため、消費者を探索する

企業数によってわけることができる。企業数が N 社あるため、消費者を N 個

のグループに分ける事が出来る。このとき、グループのサイズを iq

（ Ni ,,2,1 …= ）とおく。 iq は、i 企業探索する消費者数/製品を購入する消費

全体で表される割合である。割合であるため、各企業の消費者サイズを企業１

～N まで合計すると、∑ =
=

N

i iq
1

1となる。さらに、消費者サイズ iq を探索費用

分散 CF によって表すと以下のようになる。 

               )(1 11 ∆−= CFq  

1,,3,2)()( 1 −…=∆−∆= − NiFFq iCii       (4.2) 

)( 1−∆= NCN Fq                                          

i∆ は、i+1 企業と i 企業探索するのに違いを感じない消費者の探索費用だ。

iEp :1 を i 企業探索した際の期待最低価格とすると i∆ を以下の式で表せる。 

1:1:1 −−=∆ iii EpEp             (4.3) 

(4.2) 式は、探索費用 i∆ を持つ消費者の割合を示しており、この式が消費者

の探索行動を表す式となっている。一方、企業行動モデルは、利潤水準が企業

に関わらず同一であることに注目する。仮定で述べたように、企業は累積価格

分布 pF に従う価格ｐを選択する。企業とは同一製品の電子商取引で販売を行う、

販売企業のことを指し、企業ごとに製品販売にかかる費用 r は同一である。こ

のときに企業の利潤は同一水準をとる。高い価格を付ける企業は少ない消費者

を、低い価格を付ける企業は多くの消費者を獲得するため企業は同一の利潤水

準を持っている。これを式で表すと以下になる。 

N
rpq

pF
N
iq

rp i
p

N

i

i )(
))(1()( 11

1

−
=








−− −

=
∑         (4.4) 

(4.4) 式の左辺の[]内は、企業が最安値をとる確率を表す。左辺は、最高価格
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をとった場合の利潤を企業数で割ったものを表す。さらに (4.4) 式を変形する

ことで、市場での最低価格を (4.5) 式で表すことができる。 

r
iq

rpq
p N

i
i

+
−

=

∑
=1

1 )(
             (4.5) 

(4.3) 式、(4.5) 式を用いると、消費者の割合のデータと価格のデータから CF

を推定できる。しかし、消費者の割合のデータを入手するのは難しく、最尤法

を用いて、価格のデータのみ CF を推定する方法を行う。 

 

4.3 最尤法 

この節では、価格のみの情報で最尤法を用いて { }N
iii q 1, =∆ を求めるためのパラ

メーターや尤度関数を定義する。尤度関数は以下の式で定義する。 

{ } ∑
−

=

…
=

1

2
21 ),,,;(logmax

1

M

l
Nlp

q
qqqpf

N
ii

           (4.6) 

このとき価格 p に依存した関数すべてを、変化させていきパラメーター iq
（ Ni ,,2,1 …= ）を最大にする値を求めてゆく。価格の累積密度関数 pF の密度

関数 )( pf p は、企業の利潤水準が等しい (4.4) 式の陰関数をとった次の式で表

し、価格のみの式にする。 

2

1

1

1

))(1()1()(

))(1(
)(

−

=

=

−

∑

∑

−−−

−
=

i
N

i
pi

N

i

i
pi

p

pFqiirp

pFiq
pf         (4.7) 

また、(4.5) 式の変形から r の式を表すと以下になる。 

∑∑
==

−=
N

i
i

N

i
ii qpqiqpr

21
1 /)(          (4.8) 

以上で定義した、価格ｐで表される )( pf p ， pF ，r を同時に動かしていき、尤

度関数を最大化するパラメーターの iq を求めることで、最尤法にて { }N
iii q 1, =∆ ，

つまり CF を求める。変数が変数に依存する尤度関数からパラメーターを求める

ため、大変複雑な最尤法となっている。さらに、最尤法が正しいことを KS (コ

ルモゴロフスミル) 検定で確かめる。この検定は、最尤法で用いた標本 X が一

次独立変数の確率密度関数 f(x)と一致しているかが確かめられる。 
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第５章 実証 

 第５章では、第４章で扱った先行実証に沿って、実証を行っていく。実証の

流れとしては、初めに探索費用が価格に影響を及ぼしているといえるのか価格

と特製の回帰から探索費用の存在を示し、次に先行研究 Moraga-Gonzalez et al. 

(2006) の著者たちが作成したプログラムを使用し { }N
iii q 1, =∆ を求める。 

 

5.1 データ 

 必要になるデータは価格のデータと製品の特性に関するデータだ。これらのデー

タを価格.com から引用した。引用する価格情報は、特定の製品に関するもので、実

証で利用する特定の製品は、洗濯機 12 製品、ノートパソコン 12 製品、インク 12

製品、釣り道具のリール 12 製品の計 48 製品だ。実証をするにあたり、価格帯の高

い製品、表 1-3 の消費者が実際に購入したものがある製品分類第５位のパソコンな

どのコンピューター関連製品ハードウェア（周辺機器含む）製品、代替が不可な製

品、趣味のための製品を扱い探索費用を算出したく、上記の４製品分類４８製品で

実証を行うことにした。製品の選択は、メーカー売上上位からを選択した。価格.com

で製品分野を検索し、価格.com で多くの製品がリストアップされている製造メーカ

ーを２社から６社選択し、それぞれのメーカーないで売上上位２製品から６製品を

選択した。売上が高い商品は、それだけ多くの消費者の目に触れ、探索が行われて

いると考え、製品を売上順位で選択した。 

 

5.2 最尤法を用いた探索費用の推定 

 先行研究の論文著者がインターネット上に、公開している MATLAB のコー

ドを用いて、探索費用を推定する。推定をした値が以下に示すとおりである。

この推定で求めるのは、i+1 企業と i 企業探索するのに違いを感じない消費者

の探索費用 i∆ の値と、探索費用 i∆ を持つ消費者の割合 iq をもとめる。

{ }N
iii q 1, =∆ を製品ごとに求めていく。さらに KS 検定によって、最尤法が正しい

か検定を行う。KS 検定は 5%有意で 1.36 以下が棄却、１％有意で 1.62 以下が

棄却される。つまり、基準値以下であれば最尤法が正しいものといえる。 

 

5.2.1 洗濯機 

 はじめは洗濯機の探索費用を考察してゆく。洗濯機は、価格帯の高い探索が

活発に行われるのではないかと予想し選択した製品だ。洗濯機 12 機種の製品
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名は以下の通りである。製品数上位４メーカー売上上位３位の製品だ。 

表 5.1 洗濯機の製品名 

メーカー名 製品名 

ﾊﾟﾅソニック プチドラム NA-VD100L-W クリスタルホワイト 

 NA-VX7100L-W [クリスタルホワイト] 

 NA-F50B3-H [グレー] 

日立 
シャワー浸透洗浄 エアジェット乾燥 白い約

束 W-7MY(W) [ピュアホワイト] 

 ビートウォッシュ BW-D8MV(N) [シャンパン] 

 ビートウォッシュ BW-D9MV(N) [シャンパン] 

シャープ ES-V520-WL [ホワイﾄ系] 

 Ag+イオンコート ES-TG55L-A [ブルー系] 

 ES-GE70L-A [ブルー系] 

東芝 
ヒートポンプドラム ZABOON TW-Z370L(W) 

[ホワイト] 

 AW-60GK(W) [ピュアホワイト] 

 AW-50GK(W) [ピュアホワイト] 

 

このうち製品パナソニックのプチドラム NA-VD100L-W クリスタルホワイトにつ

いて{ }N
iii q 1, =∆ を求めた値を以下の表にまとめた。表が長くなり１ページに収ま

りきらなかった。 それぞれ、表の中での記号の意味を説明する。ｐlow は最

低価格で表 5-2 の場合 67,343 円となる。v は、最高価格で表 5-2 の場合 148,000

円となる。N は、価格.com に掲載された企業数であり、実証で使う価格の数と

なる。プチドラム NA-VD100L-W クリスタルホワイトは 32 社の企業が価格.com で 

表 5-2 パナソニックプチドラム NA-VD100L-W 洗濯機 { }N
iii q 1, =∆  

プチドラム NA-VD100L-W クリスタルホワイト 

plow      67343.00  

v         148000.00  

N          32  

q_1     0.22 (0.10) Delta_1     8767.16 (1123.09) 
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q_2     0.66 (0.07) Delta_2     3059.73 (799.84) 

q_3     0.00 (0.00) Delta_3     1599.71 (531.83) 

q_4     0.00 (0.00) Delta_4     1038.40 (387.50) 

q_5     0.00 (0.00) Delta_5     762.27 (303.70) 

q_6     0.00 (0.00) Delta_6     602.52 (250.11) 

q_7     0.00 (0.00) Delta_7     499.08 (212.97) 

q_8     0.00 (0.00) Delta_8     426.46 (185.56) 

q_9     0.00 (0.00) Delta_9     372.33 (164.36) 

q_10     0.00 (0.00) Delta_10     330.16 (147.34) 

q_11     0.00 (0.00) Delta_11     296.17 (133.29) 

q_12     0.00 (0.00) Delta_12     268.04 (121.45) 

q_13     0.00 (0.00) Delta_13     244.30 (111.30) 

q_14     0.00 (0.00) Delta_14     223.93 (102.48) 

q_15     0.00 (0.00) Delta_15     206.23 (94.73) 

q_16     0.00 (0.00) Delta_16     190.68 (87.87) 

q_17     0.00 (0.00) Delta_17     176.91 (81.74) 

q_18     0.00 (0.00) Delta_18     164.61 (76.23) 

q_19     0.00 (0.00) Delta_19     153.58 (71.26) 

q_20     0.00 (0.00) Delta_20     143.62 (66.76) 

q_21     0.00 (0.00) Delta_21     134.59 (62.66) 

q_22     0.00 (0.00) Delta_22     126.37 (58.91) 

q_23     0.00 (0.00) Delta_23     118.86 (55.48) 

q_24     0.00 (0.00) Delta_24     111.99 (52.32) 

q_25     0.00 (0.00) Delta_25     105.66 (49.41) 

q_26     0.00 (0.00) Delta_26     99.84 (46.73) 

q_27     0.00 (0.00) Delta_27     94.47 (44.25) 

q_28     0.00 (0.00) Delta_28     89.49 (41.95) 

q_29     0.00 (0.00) Delta_29     84.88 (39.81) 

q_30     0.00 (0.00) Delta_30     80.59 (37.82) 

q_31     0.00 (0.00) Delta_31     76.61 (35.97) 

q_32     0.12 (0.16)   
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r         64043.62 (1419.70) 

KS          0.71   

 

販売価格を掲載していた。ｑ＿1～32 は、 iq と等しい。表 5-2 から分かるように、

実証ではほとんどの iq の値が 0.00 であることから、消費者の散らばりが偏っ

ていることが分かる。１社の探索を行う消費者が 22％で２社の探索を行う消費

者は過半数の 66%である。残りの 12％の消費者は、32 社全ての探索を行うと

なる。 iq に関しては、全ての製品が同じ様に１～２社の探索を行うかもしくは

全ての販売店の探索を行うかといの両極端な結果が共通している。このような

両極端の探索を行う消費者のみの製品は他の製品分類でも多く見受けられた。

このような消費者の探索費用の分布が両はじによっている製品を一般的な形と

してとらえ、これを基準と考える。Delta＿1～31 は i∆ を表している。ｒは、

仮定に従い販売費用ｒを表し、KSはKS検定の値をあらわしている。KS検定で、

プチドラムNA-VD100L-W クリスタルホワイトでの最尤法の実証は 1%有意で棄却

され、もっともな結果であることが示された。さらに、MATLABの優れた機能により

探索費用の累積分布のグラフと実質と予想の累積価格分布のグラフを示してくれ

る。 4探索費用の図は、探索費用が全体的に掛けられていない様を表している。

表 5-2 の結果からも、消費者は偏った探索費用を持っていると分かるが、図にす

ると消費者の偏った探索費用がよくわかる。また、価格の分布は、なめらかな曲

線が予測の分布、いびつな曲線が実証で用いたデータのみの価格の分布である。

価格の分布は緩やかに常に一定の割合くらいで上がっているといえる。表 5－2、

図 5-1,2 からこの製品は緩やかな価格の推移をとる一方で、探索される事は 1,2

社と少ないか、もしくは探索全ての商品を探索されているかのどちらかである事が

分かる。 

                                                   
4 エクセルで表が作れないため MATLAB で実証結果を出す際に表示される図を

そのまま使用する。 
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図 5-1 プチドラム NA-VD100L-W の探索費用の累積分布 

 

 

図 5-2 プチドラム NA-VD100L-W の累積価格分布（予測値、実値）

 

さらに他の洗濯機 11 製品についても実証を行ったが、表 5-2 で示した結果と同

様の物が多かった。そのため、表 5-2 のような結果とは異なる製品の結果がある

場合、取り上げることにする。表 5-2 で取り上げた製品は、消費者の探索費用の
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分布が多いか少ないかの両極端に偏っていたが、次の製品ではその偏りとは別

の結果が出た。東芝の AW-60GK(W) [ピュアホワイト]だ。表は 1 ページに収まらな

い長さであるため２ページにわたっている。 

 

表 5-3 東芝の AW-60GK(W) [ピュアホワイト]洗濯機 { }N
iii q 1, =∆  

AW-60GK(W) [ピュアホワイト] 

plow      23700.00   

v         36980.00   

N          24   

q_1     0.05 (0.02) Delta_1     2442.50 (0.00) 

q_2     0.03 (0.06) Delta_2     1271.52 (0.00) 

q_3     0.00 (0.00) Delta_3     759.28 (0.00) 

q_4     0.00 (0.00) Delta_4     483.46 (0.00) 

q_5     0.00 (2.30) Delta_5     320.15 (0.00) 

q_6     0.00 (0.00) Delta_6     218.17 (0.00) 

q_7     0.00 (0.00) Delta_7     152.22 (0.00) 

q_8     0.00 (108.57) Delta_8     108.41 (0.00) 

q_9     0.00 (0.00) Delta_9     78.68 (0.00) 

q_10     0.00 (0.00) Delta_10     58.11 (0.00) 

q_11     0.00 (0.00) Delta_11     43.63 (0.00) 

q_12     0.28 (0.00) Delta_12     33.28 (0.00) 

q_13     0.29 (1966.01) Delta_13     25.76 (0.00) 

q_14     0.29 (6118.82) Delta_14     20.23 (0.00) 

q_15     0.04 (5808.47) Delta_15     16.11 (0.00) 

q_16     0.00 (0.00) Delta_16     12.99 (0.00) 

q_17     0.00 (0.00) Delta_17     10.60 (0.00) 

q_18     0.00 (0.00) Delta_18     8.75 (0.00) 

q_19     0.01 (0.00) Delta_19     7.30 (0.00) 

q_20     0.00 (0.00) Delta_20     6.15 (0.00) 

q_21     0.00 (0.00) Delta_21     5.24 (0.00) 

q_22     0.00 (0.00) Delta_22     4.49 (0.00) 
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q_23     0.01 (0.00) Delta_23     3.89 (0.00) 

q_24     0.00 (0.00)   

r         23649.77 (0.00) 

KS          0.89   

 

網かけの部分に注目したい。先ほどの例とは異なり、消費者の多くが全企業の

約半分ほどの探索を行っている。先ほどのパナソニックの製品と今回の東芝の製

品との違いは、最高価格と最低価格の差である。パナソニックの製品は最低価格

67,343 円で最高価格 148,000 円と、最低価格と最高価格の差が２倍以上ある。一

方、東芝の製品最低価格 23,700 円で最高価格 36980 円と差は 13,000 円程度であ

る。探索するメリットはパナソニックの製品のほうがありそうだが、実証の結果価格差

の少ない東芝の製品が、活発に探索が行われている事が分かった。いずれの商品も

メーカー売上上位３位の製品であることを踏まえると、消費者の数はさほど変わらず、

探索の割合が消費者数の増減に依存することは考えにくい。この結果より探索が活

発に行われる製品は価格の差が激しい商品よりも、価格の差が少ない商品であると

いえる。しかし、価格の差が少ない商品は競争が激しい商品とも考えられる。価格差

の少ない東芝の製品の探索が活発に行われるのは、競争での販売店企業間での消

費者獲得のための付属的サービスのおかげとも捉えることができる。いずれにしても、

価格差が少ない製品はより消費者に探索を行わせる製品であると考えることができる

だろう。東芝の AW-60GK(W) [ピュアホワイト]の累積の図を見てもパナソニックの

プチドラム NA-VD100L-W クリスタルホワイトとは違うことが分かる。探索費用の

累積分布に注目すると、東芝のグラフは多くの人が少ない探索費用をとることが

分かる。さらい価格の累積においては、ほぼ４５度線の一定の増加率で価格が推

移していることが分かる。価格の幅が少なく、多くの企業が製品を販売しているこ

とが影響しているとうかがえる。 
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図 5-3 東芝の AW-60GK(W) [ピュアホワイト]の探索費用の累積分布 

 
図 5-4 東芝の AW-60GK(W) [ピュアホワイト]の累積価格分布（予測値、実値） 
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5.3.2 インク 

 次は、プリンターによって使えるインクが異なるため、代替製品がない製品で

あるインクの探索費用を実証する。純粋に商品自体の探索費用が実証できると

予想し、製品を選択した。インクの製品は製品数上位３メーカーの売上上位４位

の製品 12 種類を選択した。選択した製品は以下の 12 製品である。 

 

表 5-4 インクの製品名 

メーカー名 製品名 

EPSON IC6CL50 (6 色パック) 

  ICBK50 (ブラック) 

  IC6CL32 (6 色パック) 

  ICBK62 [ブラック] 

HP HP 178 CR281AA [4 色マルチパック] 

  HP 178XL CN684HJ [黒] 

  HP 131 C8765HJ (ブラック) 

  HP 178 CR282AA [5 色マルチパック] 

CANON BCI-321+320/5MP (マルチパック) 

  BCI-326+325/6MP [マルチパック] 

  BCI-326+325/5MP [マルチパック] 

  BC-311 (3 色カラー) 

 

この１２製品について実証を行った。インクに関しても洗濯機の一般例であるパ

ナソニックのプチドラム NA-VD100L-W と同様に、消費者は１～２社の探索しか行

わないか、全ての商品の探索を行うかのどちらかの製品が多かった。その一般的

な製品の表と探索費用の累計分布と価格分散のグラフをみたのち、インク製品の

例外的な探索費用をみる。まずは、探索の一般的な形を取るインク製品をみる。

エプソの IC6CL50 (6 色パック)は一般的な形をとる。このとき洗濯機の一般的な形

とインクとの違いは探索費用の大きさである。そもそも、製品の価格帯が異なるの

ではあるが、これは大きな違いと言える。さらにエプソの IC6CL50 (6 色パック)は全

ての販売店を探索する消費者が 74%存在し、探索費用の小ささが招いた結果と考

えられる。価格帯が小さいから探索費用も小さくなったことは確かではあるが、一
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概に探索費用の低下が探索を容易にさせるとはいえない。例えば一般的な形を

取っている製品であっても ICBK50 (ブラック)では、1 社のみの探索で商品を購入

する消費者の割合が 51％となっている。しかし、洗濯機では一般形以外の製品は

６製品だったが、インクでは７製品が一般形とは異なる消費者の割合を持ってい

た。一製品の違いとはいえ価格帯が低いことが消費者の探索の行動に影響を与

えるといえる可能性がある。 

 

表 5-5 エプソン IC6CL50 (6 色パック)インク { }N
iii q 1, =∆  

 

 

さらに探索費用と価格の累積分布を図で確認する。探索費用の図は先ほどの

東芝の洗濯機の図と似ている。この理由は探索費用の消費者割合が、企業数の

高いｑに集中する場合同じ様な累積分布を取るからだ。 

plow      4698.00   

v         5030.00   

N          14   

q_1     0.17 (0.45) Delta_1     56.46 (13.68) 

q_2     0.09 (0.21) Delta_2     32.65 (34.04) 

q_3     0.00 (0.00) Delta_3     21.67 (31.40) 

q_4     0.00 (0.00) Delta_4     15.31 (25.84) 

q_5     0.00 (0.00) Delta_5     11.21 (20.69) 

q_6     0.00 (0.00) Delta_6     8.41 (16.49) 

q_7     0.00 (0.00) Delta_7     6.43 (13.18) 

q_8     0.00 (0.00) Delta_8     5.00 (10.59) 

q_9     0.00 (0.00) Delta_9     3.93 (8.57) 

q_10     0.00 (0.00) Delta_10     3.13 (6.98) 

q_11     0.00 (0.00) Delta_11     2.53 (5.74) 

q_12     0.00 (0.00) Delta_12     2.06 (4.75) 

q_13     0.00 (0.00) Delta_13     1.69 (3.96) 

q_14     0.74 (0.66)   

r         4692.57 (13.97)   

KS          1.00   
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図 5-5 エプソンの IC6CL50 (6 色パック)の探索費用の累積分布 

 

図 5-6 エプソンの IC6CL50 (6 色パック)の探索費用の累積価格分布（予測値、

実値） 
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さらに、もう１つ一般形とは異なるインクの探索費用をみる。長くなるので q_1 が

ゼロの部分は Delta_とともに省略して表示する。 

 

表 5-4 エプソン IC6CL50 (6 色パック)インク { }N
iii q 1, =∆  

plow      3886.00   

v         5160.00   

N          27   

q_1     0.03 (0.03) Delta_1     196.93 (98.09) 

q_2     0.03 (0.05) Delta_2     79.58 (171.50) 

q_3     0.05 (0.07) Delta_3     42.10 (154.50) 

q_4     0.00 (0.00) Delta_4     25.66 (121.97) 

    ・・・・・・・        ・・・・・・・・・・ 

q_16     0.00 (0.00) Delta_16     0.93 (4.64) 

q_17     0.89 (0.95) Delta_17     0.77 (3.67) 

q_18     0.00 (0.00) Delta_18     0.64 (2.93) 

    ・・・・・・・・         ・・・・・・・・・ 

q_26     0.00 (0.00) Delta_26     0.19 (0.61) 

q_27     0.00 (1.01)   

r         3883.89 (2.37) 

KS          0.81   

 

ここで網かけのセルに注目する。多くの消費者が過半数の企業を探索しており、

その後は探索を行う消費者が存在しない。こうなる理由は、消費者が満足する価

格が最低価格よりも高い価格にあるからだ。またこの製品について、探索費用と

価格の累積分布の図は、一般形として紹介した図とほとんど変わらない。さきほど

と同様、 iq の i が高い値の割合が高いと探索費用の累積分布はほぼ同様の形に

なる。 
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5.3.3 釣りのリールと PC 

 趣味のためのショッピングでは探索費用がどのようになるか、多くの消費者

が電子商取引を行うと予想される製品の探索費用はどうなるか、それぞれリー

ルとパソコンの探索費用をみる。まず、リールの探索費用をみる。 

 

表 5-5 シマノ Force Master 1000MK 釣り { }N
iii q 1, =∆  

ｐlow      5100.00   

v         71400.00   

N          16   

q_1     0.68 (0.26) Delta_1     8170.44 (223.40) 

q_2     0.19 (0.05) Delta_2     4997.65 (87.63) 

q_3     0.00 (0.00) Delta_3     3624.39 (65.36) 

q_4     0.00 (0.00) Delta_4     2843.19 (57.72) 

q_5     0.00 (0.00) Delta_5     2327.07 (52.91) 

q_6     0.00 (0.00) Delta_6     1954.87 (49.99) 

q_7     0.00 (0.00) Delta_7     1671.40 (48.44) 

q_8     0.00 (0.00) Delta_8     1447.61 (47.71) 

q_9     0.00 (0.00) Delta_9     1266.42 (47.34) 

q_10     0.00 (0.00) Delta_10     1116.99 (47.03) 

q_11     0.00 (0.00) Delta_11     991.97 (46.63) 

q_12     0.00 (0.00) Delta_12     886.18 (46.08) 

q_13     0.00 (0.00) Delta_13     795.81 (45.37) 

q_14     0.00 (0.00) Delta_14     717.99 (44.51) 

q_15     0.00 (0.00) Delta_15     650.52 (43.53) 

q_16     0.13 (0.22)   

r         -12684.17 (7231.24) 

KS          1.18   

 

このとき探索費用は他の製品に比べ高いことが分かる。網かけのところに注目

すると、他の商品では探索費用は探索企業数がますにつれだんだんと増加量が
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非常に少なくなるが、リールに関して、探索費用は以前高いままである。消費

者は趣味で使用する欲しい商品についてはお金を掛けてでも探索を行うという

ことと、高い探索費用であるため高い料金を払ってもいいものを趣味のために

購入したいという消費者の考えを反映した結果だろう。もっとも、消費者の数

が全体的に少ないニッチ市場では、電子商取引での探索費用の減少はさほど起

こっていないのかもしれない。リールの探索費用と価格の分布の図は以下のよ

うになった。探索費用が高いためあまり探索が行われていない事が図からもわ

かる。 

 

図 5-7 シマノの Force Master 1000MK の探索費用の累積分布 

 

 

価格の累積分布は偏ったものとなっていて、競争が激しい市場とはいえない

事が図から読みとれる。そのため、探索費用も高くなったと予想できる。 
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図 5-8 シマノの Force Master 1000MK の探索費用の累積価格分布（予測値、

実値） 

 

 

パソコンの探索費用の分析も行う。パソコンは NEC の LaVie L LL750/FS6B 

PC-LL750FS6B [クリスタルブラック]製品の探索費用をみる。消費者の探索費用の

散らばりは、多くの企業を探索する方に偏っている。この製品の探索費用と価格の

分布を図で見る。 

図 5-9 NEC の LaVie L LL750/FS6B PC-LL750FS6B の探索費用の累積分布 

 

価格の分布は大変きれいな分布となっている。 
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図 5-10 NEC の LaVie L LL750/FS6B PC-LL750FS6B の探索費用の累積価格

分布（予測値、実値） 

 

以上様々な製品で実証を行った。結果として一概に探索費用についていえる事が

あるというよりも、製品によって異なる探索費用があることが数値とグラフによって

見える実証結果となった。製品ごとに異なる点は多々あるものの気になる共通点

が一点あった。消費者の割合を示す値 iq に０が大変多いということだ。先行研

究の論文内においても同じように０が多かった。この結果には違和感を覚える。

この結果がでた理由として、２つの可能性が考えられるだろう。１つ目は本当

に商社の探索行動は偏っている。２つ目は尤度関数に組み込まれなかった価格

以外の情報が、消費者の探索に大きな役割を果たすため結果がうまく出なかっ

た。いずれの理由も、私には検証が不可能ではあるが０が多いという疑問を除

けは、実証で探索費用を求めることができた。 
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あとがき 

 

 実証にあたり石橋先生はじめ大学の教授や論文の著者に大変助けられた。ここで

あらためて感謝を述べたい。Matthew Shum さん、Moraga-Gonzalez.W さん、田

中辰雄先生、松浦寿幸先生とくに、はじめ 


